
令和６年６月２７日 

財政課入札管理係 

山田町における週休２日工事の実施について 

 

１ 経緯 

  平成３１年４月に施行された「働き方改革関連法」により、建設業においても猶予期

間の満了により令和６年４月１日からは時間外労働の上限規制が適用されています。 

このことから、本町も公共工事の発注者として働き方改革に取り組むこととし、町営

建設工事に週休２日工事の導入を行います。 

 

２ 山田町における週休２日工事の実施内容について 

  本町での週休２日工事は、以下のとおりとします。 

 

(1) 週休２日工事の対象 

設計金額１３０万円以上の工事で、全ての事業を対象とします。ただし、次のいずれ

かに該当する工事は対象外とします。 

ア 応急災害復旧等の緊急を要する工事 

イ 現場施工期間が１０日未満の工事 

ウ その他、工程上の制約などにより週休２日に適さないと認められるもの 

 

(2) 実施形態 

受注者が週休２日を希望する際に制度を適用する「受注者希望型」は採用せず、契約

当初から町が受注者に週休２日の確保を促す「発注者指定型」のみとします。 

休日の確保方法については、完全週休２日（土曜、日曜、祝日のみ）に限定せず、週

２回は現場閉所し、週休２日相当を確保する「週休２日工事」を基本とします。なお、

現場閉所による週休２日の確保が困難な場合は、作業員の交替により個人単位での週

休２日を確保する「週休２日交替制」により行うこともあります。 

 

(3) 「山田町週休２日工事実施要領」における規定内容 

実施方針、実績の確認方法、対象工事の積算上の補正係数の基準、取組状況に応じた

工事成績評定対象工事への加減点等について、「山田町週休２日工事実施要領」で規定

します。 

 

(4) 「山田町週休２日工事実施要領」に基づく契約上の流れ 

別紙「週休２日工事実施フロー」をご参照ください。 

 

 (5) 週休２日工事の導入時期 

   令和６年７月１日以降に入札公告又は指名競争入札の通知を行う工事から適用しま

す。対象工事及び実施形態は設計図書等にて明示しますので、設計図書等の縦覧にて

ご確認ください。 



段階

※次のいずれかに該当する工事は除く。

①応急災害復旧等の緊急を要する工事

②現場施工期間が10日未満の工事

   ※週休２日を確保しているか確認する。 ※週休２日による現場閉所の実施日を記載する。

※ 工事掲示板等の見やすい場所に掲示

 以下の場合は、現場閉所日として取り扱う。

①休工日に町が緊急の作業を要請したとき

②休工日に現場見学会等の対応を行ったとき

工事成績評定

（土木、建築、水道の町内業者受注工事）

開札、受注者決定

実施工程（履行）確認

工

事

完

成

後

※確認の結果、週休２日が達成されていない場合又は受注者の責により

期限までに実績工程表が提出されない場合は、補正係数分を減額して変

更契約を締結する。

 受注者の責により実績工程表が報告期限までに提出されない場合は、週

休２日を達成していても評価対象としない。

※週休２日を達成した場合は加点評価、明らかに取り組む姿勢が見られ

なかった場合は減点評価（建築では加減点しない）
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工事成績評定通知書受領

（土木、建築、水道の町内業者受注工事）

 現場特性、天候、その他やむを得ない事情により作業予定日を休

工とした場合は、当該作業予定日を休工日に振り替えることが可

能。また、災害時等の緊急対応及び品質管理、安全管理のために連

続して行う必要がある作業等、やむを得ず休工日に作業する場合

は、当該休工日を翌日以降の作業予定日に振り替えることが可能。
（以上の場合において、当該振替日が土曜、日曜、祝日となるとき

は、完全週休２日とならず、週休２日相当の達成となる。）

【確定版】実績工程表提出
※作業日報等の確認資料も併せて提示
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完成届提出
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週休２日工事（発注者指定型） 実施フロー

対象工事の決定(設計金額税込み130万円以上)
※原則は、現場閉所による「発注者指定型」により実施する。

当初設計積算作業

入札公告、指名競争入札通知

入  札

③その他、工程上の制約などにより週休２日に適さないと認められ

るもの

※特記仕様書に「週休２日工事（発注者指定型）」の対象であることを明

示する。

発注者（山田町） 受注者

週休２日工事の表示を掲示

工事（現場作業）着手工 事 監 督

※別表の基準に沿って補正係数を乗じた上で積算する。また、週

休２日を考慮した適切な工期設定を行う。

契 約 締 結

施工計画書確認 施工計画書（当初）提出

【随時】休工日を明示した実施工程表提出

 町は、受注者の取組の支障とならないよう、以下の事項に努め

る。

①ウィークリースタンスの基本理念に基づき、工事立会や協議等に

迅速に対応する。

②工期の平準化や余裕期間制度を活用し、週休２日の実現に向けた

適切な工期設定を行う。

③緊急時等やむを得ない場合を除き、休工日に作業が発生するよう

な指示を行わない。

週休２日達成証明書受領
※完全週休２日、週休２日相当を達成した場合
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 現場閉所による週休２日が困難な場合は、施工計画書（当初）の

提出前に、現場閉所が困難になる理由を示した上で作業員の交替に

よる週休２日（週休２日交替制）への変更を申し入れる。

※巡回パトロール、保守点検等の現場管理上必要な作業を実施する

とき以外は、事務作業も含めて現場、現場事務所を閉所する。

③交通誘導員を配置したが、その他の現場作業を一切行わないとき

④夜間作業を行った場合で、作業終了時間から24時間以上の現場閉

所を確保したとき

※雨天等により作業日を振替した場合は、修正工程表を速やかに提

出する。

受注者から週休２日交替制への変更の申し入れがあっ

た場合は、その内容を確認して変更可否の判断を行う。



段階

※次のいずれかに該当する工事は除く。

①応急災害復旧等の緊急を要する工事

②現場施工期間が10日未満の工事

※工事掲示板等の見やすい場所に掲示

 以下の場合は、休日として取り扱う。

①休日に町が緊急の作業を要請したとき

②休日に現場見学会等の対応を行ったとき

週休２日達成証明書受領
※週休２日相当を達成した場合

週休２日工事（週休２日交替制） 実施フロー

発注者（山田町） 受注者

設

計

・

積

算

対象工事の決定(設計金額税込み130万円以上)
※現場条件の制約等により現場閉所による週休２日の確保が

困難な場合に「週休２日交替制」を選択する。

③その他、工程上の制約などにより週休２日に適さないと認められ

るもの

当初設計積算作業
※別表の基準に沿って補正係数を乗じた上で積算する。また、週

休２日を考慮した適切な工期設定を行う。
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入札公告、指名競争入札通知

※特記仕様書に「週休２日交替制工事（発注者指定型）」の対象である

ことを明示する。 入  札

開札、受注者決定
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 現場特性、天候、その他やむを得ない事情により作業予定日を休

工とした場合は、当該作業予定日を休日に振り替えることが可能。

また、災害時等の緊急対応及び品質管理、安全管理のために連続し

て行う必要がある作業等、やむを得ず休日に作業する場合は、当該

休日を翌日以降の作業予定日に振り替えることが可能。

施工計画書確認 施工計画書（当初）提出

 現場閉所による週休２日を実施しようとする場合は、施工計画書

（当初）の提出前に、現場閉所による週休２日への変更を申し入れ

る。

週休２日工事の表示を掲示

※技術者、技能労働者の個人単位で週休２日を確保する。

実施工程（履行）確認 【随時】休日率を明示した実施工程表提出
※技術者、技能労働者の個人単位で休日率を計算する。

   ※週休２日を確保しようとしているか確認する。 ※交替による週休２日確保を実施する旨を記載

工 事 監 督 工事（現場作業）着手
 町は、受注者の取組の支障とならないよう、以下の事項に努め

る。

①ウィークリースタンスの基本理念に基づき、工事立会や協議等に

迅速に対応する。

②工期の平準化や余裕期間制度を活用し、週休２日の実現に向けた

適切な工期設定を行う。

③緊急時等やむを得ない場合を除き、休日に作業が発生するような

指示を行わない。
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【確定版】実績工程表提出

※確認の結果、休日率が週休２日相当（４週８休）に達していない場合

又は受注者の責により期限までに実績工程表が提出されない場合は、補

正係数分を減額して変更契約を締結する。
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完成届提出

工事成績評定

（土木、建築、水道の町内業者受注工事）
※ 週休２日相当を達成した場合は加点評価、明らかに取り組む姿勢が

見られなかった場合は減点評価（建築では加減点しない）
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完 成 検 査

契約代金支払い

 受注者の責により実績工程表が報告期限までに提出されない場合は、

週休２日相当を達成していても評価対象としない。

※出勤簿、工事日誌、休日実績が記載された工程表等の技術者及び技能

労働者の休日率の達成が確認できる資料も併せて提示

工事成績評定通知書受領

（土木、建築、水道の町内業者受注工事）

受注者から現場閉所による週休２日への変更の申し入

れがあった場合は、その内容を確認して変更可否の判断

を行う。



山田町週休２日工事実施要領  

 

令和６年６月２７日財第１０３号  

 

 （趣旨）  

第１  この要領は、町が発注する工事において週休２日を確保する工事

（以下「週休２日工事」という。）の実施に関し必要な事項を定める

ものとする。  

 （定義）  

第２  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 完全週休２日  作業期間内において土曜日及び日曜日並びに国民

の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号。以下「祝日に関

する法律」という。）に規定する休日を現場閉所することをいう。  

 (2) 週休２日相当  土曜日及び日曜日並びに祝日に関する法律に規定

する休日に限定せず、現場閉所率が２８．５パーセント（８日／２

８日）以上であることをいう（港湾工事を除く。）。  

 (3) ４週８休（港湾工事）  起算する土曜日から始まり、４週目の金

曜日までで終わる４週間又は起算する月曜日から始まり、４週目の

日曜日までで終わる４週間を１期目とし、５週目の土曜日から８週

目の金曜日又は５週目の月曜日から８週目の日曜日までで終わる４

週間を２期目とし、以降同様の考え方の期間を工事完了日（完成届

提出日）まで設けたとき、それぞれの期間について、その期間に含

まれる休日の日数分（土曜日、日曜日、祝日に関する法律に規定す

る休日、夏季休暇及び年末年始休暇）の閉所日があることをいう。

この場合において、工事着手日（準備工は含まない。）以降最初の

土曜日又は月曜日から１期目を起算することとし、工事完了日（完

了届提出日）直前の１期間の末日となる金曜日又は日曜日までを評

価対象とする。  

 (4) 現場閉所日  あらかじめ定めた休工日であり、１日を通していず

れの現場作業（巡回パトロール、保守点検等の現場管理上必要な作

業を除く。）も実施しない日のことをいう。  

 (5) 作業期間  実工期から準備及び後片付け、特記仕様書で定める連

休等（ゴールデンウィーク、お盆休暇及びお正月休暇）を除いた期

間のことをいう。  

 (6) 実工期  工事開始日 (余裕期間が終了した日 )から工事完成日（受



注者が工事完成届を提出する日）までの期間をいう。  

 (7) 発注者指定型  町が、発注者として受注者に完全週休２日又は週

休２日相当に取り組むことを指定する方式をいう。  

 (8) 週休２日交替制  技術者及び技能労働者が交替しながら休日を確

保する取組をいう。  

 (9) 週休２日交替制における週休２日相当  休日率（対象期間内に現

場に従事した施工体制台帳上の元請及び下請全ての技術者及び技能

労働者（非常勤又は臨時で従事する者は除く。）の休日日数の割合

の平均をいう。以下同じ。）が２８．５パーセント（８日／２８日）

以上であることをいう。  

(10) 工事成績評定対象工事  山田町営建設工事成績評定要領（令和６

年６月２６日付け財第１００号）第３に規定する工事をいう。  

 （対象工事）  

第３  週休２日工事の対象工事は、原則として設計金額が１３０万円以

上の工事とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する工事は、除

くものとする。  

 (1) 応急災害復旧工事等の緊急を要する工事  

 (2) 現場施工期間が１０日未満の工事  

 (3) その他、工程上の制約などにより町長が週休２日工事に適さない

と認めた工事  

２  対象工事の発注方式は､発注者指定型とする｡ただし､社会的要請､現

場条件の制約等により現場閉所を行うことが困難な工事については、

週休２日交替制を選定できるものとする。  

 （発注者指定型の実施手続）  

第４  町長は、発注者指定型の対象工事に係る入札の公告又は指名競争

入札の通知をするときは、特記仕様書に「週休２日工事（発注者指定

型）」の対象工事であることを明示するものとする。  

２  発注者指定型における週休２日の取扱いは、次の各号に定めによる

ものとする。  

 (1) 受注者は、施工計画書（当初）に具体的な実施日を記載し提出す

るものとする。  

 (2) 週休２日の取組の対象期間は、作業期間内とする。  

 (3) 受注者は、巡回パトロール、保守点検等、現場管理上必要な作業

を行う場合を除き、現場事務所での事務作業も含めて１日を通して

現場及び現場事務所を閉所するものとする。  

 (4) 橋梁上部工工事、機械設備工事、電気通信設備工事、港湾工事等



の工場製作期間と現場据付期間を有する工事においては、現場据付

期間のみを対象期間とする。  

 (5) 受注者は、対象期間中においては、休工日を明示した実施工程表

を作成し、履行報告時に監督職員に提出するものとする。  

 (6) 受注者は、現場特性、天候、その他やむを得ない事情により、作

業予定日を休工した場合は、当該作業予定日を休工日に振り替える

ことができるものとし、振替作業日以降の修正工程表を速やかに監

督職員に提出するものとする。この場合において、当該振替作業日

が土曜日及び日曜日並びに祝日に関する法律に規定する休日となる

場合は、完全週休２日の達成とならないものとする。  

 (7) 受注者は、災害時等の緊急対応及び品質管理、安全管理のために

連続して行う必要のある作業等やむを得ず休工日に作業する場合は、

当該休工日を翌日以降の作業予定日に振り替えることができるもの

とする。この場合において、当該振替作業日が土曜日及び日曜日並

びに祝日に関する法律に規定する休日となる場合は、完全週休２日

の達成とならないものとする。  

 (8) 工事施工中に生じた災害、予期しない現場条件の変化等受注者の

責によらない事情により現場閉所が困難となったときは、監督職員

との協議により週休２日交替制に変更することができる。  

 (9) 受注者は、夜間作業等により出勤から作業終了まで曜日をまたぐ

場合は、作業終了時間から２４時間以上の現場閉所を確保できれば、

現場閉所を開始した曜日を現場閉所日として取り扱うことができる。  

３  受注者は、休工日において次の各号のいずれかに該当するときは、

当該日を現場閉所日として取り扱うことができる。  

 (1) 町長が緊急の作業を要請したとき。  

 (2) 現場見学会等の対応を行ったとき。  

 (3) 現場状況から交通規制が必要となり、交通誘導員を配置するもの

の、その他の一切の現場作業を行わないとき。  

４  受注者は、別紙を参考に週休２日工事である旨を工事掲示板等の公

衆が見やすい場所に掲示するものとする。  

５  発注者指定型において４週８休（港湾工事）により実施する場合の

休日の確認方法は、現場閉所単位で行うものとする。  

６  受注者は、発注者指定型の対象工事において、週休２日交替制によ

り週休２日工事を実施しようとする場合は、施工計画書（当初）の提

出前に、現場閉所が困難となる理由を示し、週休２日交替制への変更

について監督職員と協議するものとする。  



 （発注者指定型における発注者の責務）  

第５  町長は、週休２日工事の実施に当たり、受注者の取組の支障とな

らないよう、ウィークリースタンスの基本理念に基づいた対応等を実

施するものとし、特に全体工程に影響を与える工事立会及び協議等に

ついては、迅速に対応するよう努めるものとする。  

２  町長は、債務負担行為又は歳出予算の繰越等の活用による工期の平

準化や余裕期間制度を活用するとともに、週休２日の実現に当たり適

切な工期設定を行うよう努めるものとする。  

３  町長は、緊急時等やむを得ない場合を除き、休工日に作業が発生す

るような指示等は行わないものとする。  

 （発注者指定型における週休２日の実施報告）  

第６  受注者は、発注者指定型における週休２日の取組結果について、

工事完成届を提出する日の２０日前（土曜日及び日曜日並びに祝日に

関する法律に規定する休日を含む。以下同じ。）までに、現場閉所日

が記載された実績工程表を監督職員に提出するものとする。  

２  受注者は、前項の実績工程表の提出に当たっては、休日が確保され

ていることが確認できる資料として、作業日報、週報、出勤簿等のい

ずれかを監督職員に提示するものとする。  

３  受注者の責めに帰すべき理由により、工事完成届を提出する日の２

０日前までに第１項の実績工程表の提出がなされない場合は、第７及

び第８の規定は適用しない。  

 （発注者指定型の工事成績評定における評価、達成証明）  

第７  町長は、発注者指定型で実施した工事成績評定対象工事において

週休２日の達成を確認した場合は、達成状況に応じて次の各号に定め

るとおり当該工事の成績評定において評価するものとする。なお、評

価方法は、別に定める。  

 (1) 完全週休２日の達成  監督職員が工程管理及び創意工夫において

加点評価し、さらに評定点合計に追加で２点加点評価する。  

 (2) 週休２日相当の達成  監督職員が工程管理において加点評価し、

さらに評定点合計に追加で１点加点評価する。  

 (3) 明らかに受注者側の週休２日に取り組む姿勢が見られなかった場

合  法令順守等の項目において２点の減点評価を行う。  

 (4) 営繕工事の場合  前各号によらず、週休２日を確保した場合にお

いても従来と同様に適切に評価する。  

２  町長は､発注者指定型において現場閉所率が２８．５パーセント (８

日／２８日）以上の達成が確認できた場合は、完成検査終了後に、現



場の閉所状況に応じた週休２日達成証明書（別記様式）を当該工事の

主任技術者又は監理技術者に発行するものとする。この場合において、

共同企業体で施工した工事にあっては、各構成員の主任技術者又は監

理技術者に発行するものとする。  

 （発注者指定型の工事費の積算）  

第８  発注者指定型の対象工事にあっては、当初の設計価格の算定にお

いて、それぞれの経費に別表第１で定める補正係数を乗じるものとす

る。ただし、精算時における現場閉所の達成状況を確認した結果、４

週８休未満となった場合は、全ての補正係数分を減額して変更契約を

行うものとする。  

２  市場単価方式における前項の設計価格の算定については、市場単価

方式の補正係数を乗じるものとする。  

 （週休２日交替制の実施手続）  

第９  町長は、週休２日交替制の対象工事に係る入札の公告又は指名競

争入札の通知をするときは、特記仕様書に「週休２日交替制工事（発

注者指定型）」の対象工事であることを明示するものとする。  

２  週休２日交替制における週休２日の取扱いは、次の各号の定めによ

るものとする。  

 (1) 受注者は、施工計画書（当初）に、週休２日交替制による週休２

日確保を実施する旨を記載し提出するものとする。  

 (2) 週休２日交替制の取組の対象期間は、作業期間全体とする。  

 (3) 受注者は、対象期間中は実施工程表に休日率を明示し、履行報告

時に監督職員に提出するものとする。  

 (4) 橋梁上部工工事、機械設備工事、電気通信設備工事、港湾工事等

の工場製作期間及び現場据付期間を有する工事においては、第４第

２項第４号の規定による。  

 (5) 受注者は、現場特性、天候、その他やむを得ない事情により、作

業予定日を休工とした場合は、当該作業予定日を休日に振り替える

ことができる。  

 (6) 受注者は、災害時等の緊急対応及び品質管理、安全管理のために

連続して行う必要がある作業等、やむを得ず休日に作業する場合は、

当該休日を翌日以降の作業予定日に振り替えることができる。  

 (7) 受注者は、休日に町長が緊急の作業を要請したとき又は現場見学

会等の対応を行ったときは、当該日を休日として取り扱うことがで

きる。  

３  工事掲示板等への掲示については、第４第３項の規定による。  



４  週休２日交替制において４週８休（港湾工事）を実施する場合の休

日の確認方法は、個人単位で行うものとする。  

５  受注者は、週休２日交替制において現場閉所による週休２日工事を

実施しようとする場合は、施工計画書（当初）の提出前に、現場閉所

による週休２日の実施について監督職員と協議するものとする。  

 （週休２日交替制における発注者の責務）  

第１０  週休２日交替制における町長の責務については、第５の規定に

よる。  

 （週休２日交替制における週休２日の実施報告）  

第１１  受注者は、週休２日交替制による週休２日の取組結果について、

工事完成届を提出する日の２０日前までに休日率が記載された実績工

程表を監督職員に提出するものとする。  

２  受注者は、前項の実績工程表の提出に当たっては、技術者及び技能

労働者の休日率の達成状況が確認できる資料として、出勤簿、工事日

誌、休日実績が記載された工程表、休日等の作業連絡記録、安全教育、

訓練等の記録資料等を監督職員に提示するものとする。  

３  受注者の責めに帰すべき理由により、工事完成届を提出する日の２

０日前までに第１項の実績工程表の提出がなされない場合は、第１２

及び第１３の規定は適用しない。  

 （週休２日交替制の工事成績評定における評価、達成証明）  

第１２  町長は、週休２日交替制で実施した工事成績評定対象工事にお

いて週休２日相当の達成を確認した場合は、達成状況に応じて次の各

号に定めるとおり当該工事の成績評定において評価するものとする。

なお、評価方法は、別に定める。  

 (1) 週休２日相当の達成  第７第１項第２号の規定による。  

 (2) 明らかに受注者側の週休２日に取り組む姿勢が見られなかった場

合  第７第１項第３号の規定による。  

(3) 営繕工事の場合  第７第１項第４号の規定による。  

２  町長は、週休２日交替制において週休２日相当の達成が確認できた

場合は、完成検査終了後に達成状況に応じた週休２日達成証明書を当

該工事の主任技術者又は監理技術者に発行するものとする。この場合

において、共同企業体で施工した工事にあっては、第７第２項後段の

規定による。  

 （週休２日交替制の工事費の積算）  

第１３  週休２日交替制の対象工事にあっては、当初の設計価格の算定

において、それぞれの経費に別表第２で定める補正係数を乗じるもの



とする。ただし、精算時における休日率の達成状況を確認した結果、

４週８休未満となった場合は、全ての補正係数分を減額して変更契約

を行うものとする。  

２  休日率の算定における休日日数の割合は、次の式により算定する。

ただし、下請業者の作業員の場合における作業期間の計上日数は、施

工体制台帳上の工期から対象外の期間を除いた日数とする。  

 休日日数の割合＝当該工事における休日日数／作業期間  

３  前項の休日日数の割合の算定において、短期作業期間が偏在する作

業形態の作業員（非常勤又は臨時で従事する者は除く。）については、

作業日が７日以上ある短期作業期間のみを合計した期間を集計期間と

し、短期作業期間と短期作業期間の間の作業のない中抜け期間及び短

期作業日が７日未満の期間は、休日日数を算出する際の休日日数及び

作業期間の対象としない。  

 （補則）  

第１４  この要領に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。  

   附  則  

 この要領は、令和６年７月１日から施行し、同日以降に公告又は指名

競争入札の通知をする工事に適用する。  

 



別表第１（第８関係） 

 

１ 発注者指定型による土木工事（電気通信設備工事及び土木機械設備工事を含

む。ただし、港湾工事を除く。）及び上下水道工事（電気設備工事及び機械設

備工事を含む。）における補正係数 

補正係数 
現場閉所の達成状況 

４週８休以上 

労務費 １．０５ 

機械経費（賃料） １．０４ 

共通仮設費率 １．０４ 

現場管理費率 １．０６ 

 

２ 発注者指定型による土木工事のうち、港湾工事（浚渫、構造物、港湾海岸、

防舷材、電気防食単独取付け）における補正係数 

補正係数 
現場閉所の達成状況 

４週８休以上（港湾工事） 

労務費 １．０５ 

機械経費（賃料） １．０４ 

共通仮設費率 １．０２ 

現場管理費率 １．０３ 

 

３ 発注者指定型による営繕工事（建築工事、電気設備工事及び機械設備工事）

における補正係数 

補正係数 
現場閉所の達成状況 

４週８休以上 

労務費（複合単価の労務費） １．０５ 

 (注) 市場単価及び物価資料の掲載価格の労務費の補正については、別表第３

によるものとする。 

 

４ 発注者指定型による市場単価方式（土木工事（港湾工事を除く。）及び上下

水道工事）における補正係数 

名称 区分 
現場閉所の達成状況 

４週８休以上 

鉄筋工  １．０５ 

ガス圧接工  １．０４ 

インターロッキングブロック工 設置 １．０２ 



撤去 １．０５ 

防護柵設置工（ガードレール） 
設置 １．０１ 

撤去 １．０５ 

防護柵設置工（ガードパイプ） 
設置 １．０１ 

撤去 １．０５ 

防護柵設置工（横断・転落防止柵） 
設置 １．０４ 

撤去 １．０５ 

防護柵設置工（落石防護柵）  １．０２ 

防護柵設置工（落石防止網）  １．０３ 

道路標識設置工 

設置 １．０１ 

撤去 

移設 
１．０４ 

道路付属物設置工 
設置 １．０２ 

撤去 １．０５ 

法面工  １．０２ 

吹付枠工  １．０３ 

鉄筋挿入工（ロックボルト工）  １．０３ 

道路植栽工 
植樹 １．０５ 

剪定 １．０５ 

公園植栽工  １．０５ 

橋梁用伸縮継手装置設置工  １．０２ 

橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工  １．０４ 

橋面防水工  １．０２ 

薄層カラー舗装工  １．０１ 

グルービング工  １．０１ 

軟弱地盤処理工  １．０２ 

コンクリート表面処理工（ウォータ

ージェット工） 
 １．０１ 

硬質塩化ビニル管設置工  １．０３ 

リブ付硬質塩化ビニル管設置工  １．０３ 

砂基礎工 
人力施工 １．０５ 

機械施工 １．０５ 

砕石基礎工 
人力施工 １．０５ 

機械施工 １．０５ 



組立マンホール工  １．０５ 

小型マンホール工  １．０１ 

取付管及びます設置工 

ます設置工 １．０１ 

取付管布設及

び支管取付工 
１．０２ 

 

５ 発注者指定型による港湾工事の市場単価方式における補正係数 

名称 
市場単価

補正係数 
名称 

市場単価

補正係数 

底面工 １．０４ 車止撤去 １．０５ 

マット工（アスファルトマッ

ト設置、ゴム系マット設置） 

１．０１ 電気防食取付 １．０５ 

支保工 １．０５ 防砂目地板取付工（陸上施

工） 

１．０５ 

足場工 １．０３ 防砂目地板取付工（水中施

工） 

１．０４ 

鉄筋工 １．０５ 吸出し防止工（陸上施工、

海上施工） 

１．０４ 

吊鉄筋工 １．０５ 港湾構造物塗装工（係船

柱、車止、縁金物） 

１．０４ 

型枠工 １．０４ ペトロラタム被覆 １．０５ 

コンクリート打設工（ポンプ

車打設） 

１．０５ 現場鋼材溶接、切断工（陸

上施工、海上施工） 

１．０５ 

コンクリート打設工（ポンプ

車打設以外） 

１．０５ 現場鋼材溶接、切断工（水

中施工） 

１．０５ 

止水板工 １．０５ かき落とし工 １．０５ 

上蓋工 １．０５ 汚濁防止膜設置、撤去、移

設 

１．０４ 

伸縮目地工 １．０３ 汚濁防止枠設置、撤去 １．０３ 

係船柱取付 １．０５ 灯浮標設置、撤去 １．０４ 

防舷材取付 １．０５ 汚濁防止膜保守管理（海上

目視点検作業船あり、水中

目視点検） 

１．０１ 

車止、縁金物取付 １．０５ 汚濁防止膜保守管理（海上

目視点検作業船なし） 

１．０５ 

係船柱撤去 １．０５ 異形ブロック製作 型枠工 １．０５ 



防舷材撤去 １．０５ 異形ブロック製作 コンク

リート打設工 

１．０５ 

  異形ブロック製作 給熱養

生 

１．０４ 

 (注) 港湾工事市場単価工種ごとに補正係数を設定し、標準市場単価に乗じ算

出するものとする。 

  



別表第２（第１３関係） 

 

１ 週休２日交替制による土木工事（電気通信設備工事及び土木機械設備工事を

含む。ただし、港湾工事を除く。）及び上下水道工事（電気設備工事及び機械

設備工事を含む。）における補正係数 

補正係数 
現場閉所の達成状況 

４週８休以上 

労務費 １．０５ 

現場管理費率 １．０３ 

 

２ 週休２日交替制による土木工事のうち、港湾工事（浚渫、構造物、港湾海岸、

防舷材、電気防食単独取付け）における補正係数 

別表第１第２号の例による。 

 

３ 週休２日交替制による営繕工事（建築工事、電気設備工事及び機械設備工事）

における補正係数 

 別表第１第３号の例による。 

 

４ 週休２日交替制による市場単価方式（港湾工事）における補正係数 

 別表第１第５号の例による。 

  



別表第３（別表第１関係） 

 

１ 営繕工事における市場単価、補正市場単価及び物価資料の掲載価格の補正方

法 

価格の種類 新営工事 

全館無人改修 

（基準単価の算

定） 

執務並行改修

（基準補正単価

の算定） 

市場単価 ×新営補正率 ×新営補正率 ×改修補正率 

補正市場単価 ×新営補正率 ×新営補正率 ×改修補正率 

物価資料の掲載価格 

（市場単価以外の材工単価） 

×新営補正率 ×改修補正率 ×改修補正率 

 (注１) 「基準単価」「基準補正単価」は、公共建築工事積算基準等資料第４

編第１章８(3)による。 

 (注２) 執務並行改修の場合の基準補正単価は、公共建築工事積算基準等資料

第４編第１章８(３)ロ、基準補正単価の表Ａ－１、表Ｅ－１及び表Ｍ－

１の「市場単価及び補正市場単価改修補正率」によらず、第２号から第

４号の改修補正率を用いた本号の式により市場単価又は補正市場単価を

補正して算定すること。 

 

２ 営繕工事における建築工事の補正率 

工種 摘要 
４週８休以上 

新営補正率 改修補正率 

仮設工事  １．０３ １．０３ 

土工事  １．０３ １．０３ 

地業工事  １．０３ １．０３ 

鉄筋工事  １．０４ １．０４ 

コンクリート工事  １．０４ １．０４ 

型枠工事  １．０３ １．０３ 

鉄骨工事  １．０４ １．０４ 

既製コンクリート  １．０３ １．０３ 

防水工事 市場単価 １．０２ １．０９ 

防水工事（シーリング） 市場単価 １．０４ １．１７ 

防水工事 物価資料 １．０２ １．０２ 

石工事  １．０２ １．０２ 

タイル工事  １．０３ １．０３ 

木工事  １．０２ １．０２ 



屋根及びとい  １．０２ １．０２ 

金属工事 
市場単価 １．０２ １．１１ 

物価資料 １．０２ １．０２ 

左官工事（仕上塗材仕上） 市場単価 １．０４ １．０４ 

左官工事（仕上塗材仕上以外） 市場単価 １．０４ １．１８ 

左官工事 物価資料 １．０４ １．０４ 

建具（ガラス） 市場単価 １．０２ １．１２ 

建具（シーリング） 市場単価 １．０４ １．１９ 

建具 物価資料 １．０２ １．０２ 

塗装工事 
市場単価 １．０４ １．１８ 

物価資料 １．０４ １．０４ 

内外装工事 市場単価 １．０３ １．１５ 

内外装工事（ビニル系床材） 市場単価 １．０２ １．１０ 

内外装工事 物価資料 １．０３ １．０３ 

内外装工事（ビニル系床材） 物価資料 １．０２ １．０２ 

ユニットその他  １．０１ １．０１ 

排水工事  １．０３ １．０３ 

舗装工事  １．０２ １．０２ 

植栽及び屋上緑化  １．０３ １．０３ 

 (注１) 市場単価とは、市場単価及び補正市場単価のことをいう。 

 (注２) 物価資料とは、物価資料の掲載価格のことをいう。 

 (注３) 摘要において記載がない項目は、市場単価、補正市場単価及び物価資

料の掲載価格に共通の補正率を示す。 

 

３ 営繕工事における電気設備工事の補正率 

工種 摘要 
４週８休以上 

新営補正率 改修補正率 

配管工事 

電線管、２種金属線ぴ及び同ボックス １．０４ １．２２ 

ケーブルラック １．０３ １．１７ 

位置ボックス及び位置ボックス用ボンディ

ング 
１．０３ １．２１ 

プルボックス １．０２ １．１５ 

プルボックス用接地端子 １．００ １．００ 

防火区画貫通処理 １．０３ １．１６ 



ケーブルラック用（壁・床） 

防火区画貫通処理 

金属管・丸型用 
１．０１ １．０６ 

（電動機その他接続材工事） 

金属製可とう電線管 
１．０３ １．１７ 

配線工事 ６００Ｖ絶縁電線及び６００Ｖ絶縁ケーブ

ル 
１．０３ １．２０ 

接地工事 
（接地極工事） 

銅板式､銅覆鋼棒､接地極埋設票（金属製） 
１．０３ １．０３ 

 

４ 営繕工事における機械設備工事の補正率 

工種 摘要 
４週８休以上 

新営補正率 改修補正率 

保温工事 配管用、ダクト用及び消音内貼 １．０３ １．１８ 

ダクト設備 低圧ダクト、排煙ダクト及び低圧チャン

バー類 
１．０３ １．１８ 

ダクト付属

品 

既製品ボックス、制気口、ダンパー等の

取付手間のみ 
１．０４ １．２５ 

衛生器具設

備（ユニッ

トを除く） 

取付手間のみ 

１．０４ １．２５ 

 



資料１ 

４週８休（港湾工事）における休日の確認方法 

 

１ 休日の確認方法 

(1) 受注者は、工事着手日から工事完了日（後片付けを含む。）までの期間、次の区分

に応じた書類を、監督職員に提出するものとする。 

ア 現場閉所単位 前週の閉所の実績及び次週の閉所予定を記載した「週間工程表」 

イ 個人単位 技術者等全員の「休日取得状況を記した一覧」 

(2) 閉所日において、品質確保や安全確保に係る軽微な作業、地域行事、現場見学会

の開催等により、少数の出勤者が生じた場合は、「週間工程表」又は「休日取得状況

を記した一覧」に当該出勤者の氏名、出勤日、代休日を記載する。この場合におい

て、当該出勤者の出勤日について、「週休２日」、「４週８休」が確保されていれば、

閉所（休日を確保）したものとみなす。 

 

２ 「週休２日」、「４週８休」の確認方法 

「週休２日」、「４週８休」の確認方法の詳細については、次のとおりとする。 

(1) 土曜日を起算日とする場合 

 ア 起算日は、工事着手日以降の最初の土曜日からとし、４週間を１期間とする。 

 イ １期間（４週間）内に土曜日、日曜日以外の休日がない場合では、その期間に

８日間の閉所日があることを確認する。 

 ウ １期間（４週間）内に祝日が１日ある場合では、その期間に９日の閉所日があ

ることを確認する。この場合においては、祝日も評価対象とする。 

 エ 工事着手日が月曜日から金曜日のいずれかの曜日となる場合は、工事着手日の

週は評価対象としない。 

  （例）月曜日が工事着手日の場合は、その週の月曜日から金曜日までの５日間は

評価対象としない。 

 オ 工事完了日直前の１期間の末日となる金曜日までを評価対象とし、それ以降の

期間は評価対象としない。 

  （例）１５週目の火曜日が工期完了日の場合は、１２週目の金曜日までを評価対

象とし、１３週目の土曜日から１５週目の火曜日までの１８日間は評価対象

としない。 

  



表１ 土曜日を起算日とする場合の確認イメージ図 

土 日 月 火 水 木 金
工事着手日 評価対象外

１週間目 起算日

２週間目 １期目

３週間目
２週目土曜
日分の閉所

４週間目
３週目土曜
日分の閉所

４週目日曜
日分の閉所

５週間目
５週目土曜
日分の閉所

６週間目
６週目土曜
日分の閉所

２期目

７週間目
６週目日曜
日分の閉所

７週目土曜
日分の閉所

８週間目 祝日 祝日分の閉
所

７週目日曜
日分の閉所

・・ ３期目

12週間目

13週間目
評価対象外

14週間目
評価対象外

15週間目
評価対象外 工事完了日

■作業日 ■閉所日
 

 

(2) 月曜日を起算日とする場合 

 ア 起算日は、工事着手日以降の最初の月曜日からとし、４週間を１期間とする。 

 イ １期間（４週間）内に土曜日、日曜日以外の休日がない場合では、その期間に

８日間の閉所日があることを確認する。 

 ウ １期間（４週間）内に祝日が１日ある場合では、その期間に９日の閉所日があ

ることを確認する。この場合においては、祝日も評価対象とする。 

 エ 工事着手日が火曜日から金曜日のいずれかの曜日となる場合は、工事着手日の

週は評価対象としない。 

  例）水曜日が工事着手日の場合は、その週の水曜日から日曜日までの５日間は評

価対象としない。 

 オ 工事完了日直前の１期間の末日となる日曜日までを評価対象とし、それ以降の

期間は評価対象としない。 

  例）１５週目の木曜日が工期完了日の場合は、１２週目の日曜日までを評価対象

とし、１３週目の月曜日から１５週目の木曜日までの１８日間は評価対象とし

ない。 

  



表２ 月曜日を起算日とする場合の確認イメージ図 

月 火 水 木 金 土 日
工事着手日 評価対象外

１週間目 起算日

２週間目 １期目

３週間目
２週目土曜
日分の閉所

４週間目
３週目土曜
日分の閉所

３週目日曜
日分の閉所

５週間目

６週間目
５週目日曜
日分の閉所

２期目

７週間目
６週目土曜
日分の閉所

８週間目
７週目土曜
日分の閉所

祝日 祝日分の閉
所

７週目日曜
日分の閉所

・・ ３期目

12週間目

13週間目
評価対象外

14週間目
評価対象外

15週間目
評価対象外 工事完了日

■作業日 ■閉所日
 



資料２ 

週休２日交替制工事における休日率の算出方法について 

 

１ 休日率の算出方法 

(1) 休日率の算定は、対象者の休日日数の割合の平均により算定するものとする。 

(2) 休日率の算定の対象者は、施工体制台帳上の元請並びに下請全ての技術者及び技

能労働者とする。ただし、非常勤又は臨時で従事する者は除く。 

(3) 休日日数の割合は、次の式により算定する。 

   休日日数の割合＝当該工事における休日日数／作業期間 

(4) 作業期間の計上日数は、次のとおりとする。 

ア 元請業者 作業期間全体 

イ 下請業者 当該下請業者の作業期間とし、施工体制台帳上の工期から対象外の

期間を除いた日数とする。 

 

表１ 休日日数の割合の平均（休日率）の算出例 

業者 氏名 作業期間 休日日数 休日日数の割合 平均
A建設 ●● 300 90 30.0%

■■ 300 80 26.7%
◆◆ 300 84 28.0%
▲▲ 300 90 30.0%

B建工（一次下請） 〇〇 200 60 30.0%
□□ 200 65 32.5%

C電設（二次下請） ×× 100 25 25.0%
４週８休以上

工事着手前に確認
工事完成時に確認

28.9%

 

 

(3) 短期作業期間が偏在する作業形態の作業員（非常勤又は臨時で従事する者を除

く。）については、短期作業期間のみを合計した期間を集計期間とする。ただし、短

期作業期間と短期作業期間の間の作業のない中抜け期間又は短期作業日が７日未

満の期間がある場合は、当該期間は休日日数を算出する際の休日日数及び作業期間

の対象としない。 

 

表２ 短期作業期間が偏在する作業形態の作業員における休日日数の割合の算出例 

技能者出勤簿（例）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 休日率＝休日日数／作業期間
A氏 16/56= 28.6%

B氏 36/56= 64.3% ←×

B氏 (3+6)/(9+17)=9/26= 34.6% ←〇

工期　56日
■：出勤日

短期作業期間①
9日(うち休日3日)

短期作業期間②
17日(うち休日6日)短期作業日が7日未満の場合は、

その期間は休日日数及び作業期
間の対象としない。

 


